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202１年度自治労県職労基本要求交渉
コロナ対応に注力するため、災害時の業務計画に準じた業務見直しを検討

育児・介護を原因とした早期退職者の再採用制度を検討、庁内にカラーバリアフリーを周知

自治労県職労は1月26日、2021年度基本要求の最終交渉を行いました。
冒頭、鈴木委員長は、「12月初旬の新型コロナ患者の死亡事案発生以降、これまで新型コロナウイルス感染症対応として行ってきた毎日の健康観察業務に加え、Lineによるチェックを導入はしたものの、午前午後の安否確認が増えることにより職員の業務は激増しました。しかしながら、このような業務体制下においても、今月15日には新たにお一人の自宅療養者の死亡が確認されることとなりました。この事案を受け会見をした知事は、『保健所の業務は限界』であるとし、『現場は最大限のことをやったと考えている』との見解を示しました。知事は加えて『自宅療養中の患者が増加していることから、自宅療養者（39歳以下）は自身で健康観察をお願い』する旨を発しました。このことは県職員が負担する業務を軽減することになるかもしれませんが、結果として、県に対する県民の不信感を増大させてしまうのではないか危惧するところです。また、これまで県民のために最大限尽力し、また頑張り続けている職員の思いとは、異なるもののように感じます。これまでの交渉時にもお話ししましたが、さまざまな部署で職員の力が県民を支えています。今後さらなる困難も想像される中、職員の努力に応えるため誠意ある回答を求めます。」と発言しました。

　事務局長から改めて重点要求を提起した後、執行部から次の補足発言を行いました。

〇コロナ対応について

・健康医療局では、全ての職場がスクランブル体制。電話での安否確認、データ入力など昼夜を問わず働いている。現場の疲弊は限界だ。倒れる職員がいつ出てもおかしくない。早急に抜本的な対応を求める。

・圧倒的に人員配置が足りない。コロナが一定収束した段階で、人員も予算もつけるというメッセージがなければ、職場では事業の休止は決断できない。

・これだけひっ迫している状況では、トップダウンで事業の休止を決めなければ、必要な人員は確保できない。トップが決断すべきだ。

・コロナ対応の体制整備が大変不十分だ。昨年3月頃の初期段階ならやむを得ないが、1年を経過しようという時期においても体制が確立されていない。応援職員が行っても放置されているケースや、どのような業務かも示されない応援要請など、応援を送り出す職場や職員からも不満が出ている。このままではコロナ対応は破綻する。

・また、応援派遣にあたって、本人の健康状態や家族の状況、業務の適否など考慮すべき問題もある。

・終息が見えない中で、今からでもきちんと体制を検証し、指揮命令系統を確立するなど、体制を整備することを求める。

〇人材育成について

・前回の交渉で、局長も問題意識はあると回答いただいているが、具体的な見直しについて、一定のスケジュール感を示していただきたい。

・今後の神奈川県庁をどうするのか、待ったなしの問題だ。早急に詰める必要がある。少なくとも春闘交渉では示してほしい。

〇障害者雇用について

・神奈川県では、1980年の国際障害者年を契機に、先進的に計画を策定してきた。

・障害者と言っても様々あり、サポートが異なる。ひとくくりではできないという認識のもと、障害者団体や職員組合と議論する中で作り上げてきた。そうした中で３％雇用を達成した誇るべき歴史がある。

・それが今どうなっているのか検証する必要がある。マッサージ師のポストの見直しについて検討していると聞いているが、そのポストは、視覚障害者に適した仕事ということで配置してきた。今のポストが不必要ということであれば、視覚障害者の雇用全体の中で議論し、新たな雇用の場を示していくべきだ。

・必要がないからやめるだけなら、雇用率が下がるだけ。そうした視点で考えてほしい。早急に様々な団体を含めた議論をして充実させることが必要。

・障害者の異動は健常者より大変。視覚障害者や下肢障害者は、異動先に通えるのか判断が必要。直前での内示では対応は難しい。合理的配慮が必要。
・システム構築に当たって、視覚障害者がいるという意識が圧倒的に不足している。きちんと視覚障害者対応することを基本とし、システム構築を委託する仕様書に必ず入れるなど、仕組みとして確立を。

＜局長回答＞

●来年度定数

・増要素：コロナ対応、児相体制強化。

・減要素：本庁再編終了等。

●コロナ対策関連

・対策強化のため、8月に対策本部室を設置した他、応援も継続している。また、1月1日付で保健医療局を増員した。現在、対策本部室はおよそ60名体制。また応援職員も現在およそ300人と拡充している。さらに業務を円滑に遂行するため、今月から応援職員向けの手引きも配布している。

・保健所からの情報を受けて作業する応援業務についてはシフト制にして、時間外の縮減に努めている。

・応援を派遣する所属の業務見直し等は不可欠であり業務改善等の実情を把握した上で、参考にできるものは全庁で共有したい。

・今後も踏み込んだ業務見直しの実現に向けて調整中。コロナは災害との認識もって検討していきたい。

・時差出勤について、支部代交渉で話のあった産業技術短大ではオフピーク通勤を実施している。一方で授業や窓口業務等の関係から一定の制約があるのも事実。所属の実情に応じた制度の活用を願いたい。

・保健福祉事務所のコロナ関連事務は保健師が行うものが大半だが、事務職が対応できる業務はできる限り分担することで、保健師の業務軽減に努める。

・コロナ感染急拡大で業務がひっ迫し、1月に局外から14人応援を増員した。今後も増員する予定。

●人材育成

・県組織上重要な視点と認識している。ベテランの知識の継承、指導育成の重要性は理解している。専門的職務の指導員制度はあるが一部分野のみのため、今後広げていく予定。すでに児童相談所では実施している。人材育成の在り方も検討中であり、今後も話し合いを続けたい。

●育児・介護での早期退職者の再採用

・県職員経験者の活用の観点から、離職者の再採用制度の創設を考えている。公平性を担保する必要もあることから、制度の在り方は今後調整する。

●再任用職員の人事異動等

・配属にあたっては、希望分野や勤務地等の意向を尊重している。更新に当たって職務を変更する場合、納得して勤務できるよう説明は必要と考える。支部代で「退職者が県の再任用を避ける傾向がある」という指摘があった。再任用率は低下しているとは言えないが、県の再任用職員として働いてもらえるよう丁寧な説明に努めたい。

●会計年度任用職員

・支部代で予算面から切り込まれたとの意見があったが、一般管理費は必要枠を確保している。特殊な事情がある場合は、財政課と個別に協議する。

・緊急雇用採用者の任期はR3.3.31までだが、同一職務がある場合は2回の更新が可能。再就職のための勤務割振り等も配慮するよう通知を出している。

・任用方法としての名簿方式の導入については、様々な課題もあることから、継続して協議したい。定型的・補助的業務の考え方について、具体的な事例があれば県労連の場でも話し合っていく。

・会計年度任用職員等の指定年齢精密健診については、経年の評価等が必要なことから有期雇用職員には馴染まないと考える。共済組合実施の人間ドック等は、加入資格を持たないため対象外。R4.10に共済組合資格が得られるため、その時点で検討したい。

●障害者雇用

・これまでも活躍検討委員会の意見を取り組みに反映している。また障害者の特性に配慮した施設の整備や、補助者の配置を行っているほか、年3回の面談で希望を確認するなど、合理的配慮に努めている。

・障害職員の異動への配慮は、当該職員のみ異動内示を早めることは難しい。異動先選定で配慮すべきことは可能な限り考慮している。

・業務システムの更新の際は障害者に配慮することとしているものの、予算縮減等の理由から原則クラウドサービス等を活用する方針となっており、全てに支援ソフトがないため対応に苦慮している。

・モバイルの画面が見にくいとの意見だが、外付けディスプレーを配備しており、今後も順次配備予定。

・全庁掲示板の色使いが視覚障害者への配慮に欠いているとの意見については、カラーバリアフリー条例の趣旨を踏まえ普及に努めているところだが、引続き関係各課と周知調整を行う。

＜執行部発言＞

・コロナシフトのための業務の休止は、職場の見直しもあるが、所属判断では無理。知事、局長レベルが判断しなければ必要な人員・財源は出てこない。

・保健所の疲弊は行革の結果だ。災害が起きることを教訓にして体制強化すべきで再編を見直すべき。

・会計年度任用職員の現行の採用方式は負担が大きく、日常業務に支障が生じているほどだ。現場の負担感を確認し改善すべき。

・障害者雇用は、当該ポストの要否だけで終わらせてはいけない。視覚障害者の雇用はどうしていくのか、大きな議論が必要。国会の附帯決議を踏まえ、労働組合や障害者団体と話し合うべきことだ。

・障害者の異動について、せめて異動の有無だけでも先に伝えられないか。できることを検討すべき。

・雇用環境の厳しい障害者は、有期雇用ではなく、正規職員としての雇用を中心としていただきたい。

＜局長回答＞

・現在調整中で詳しくは話せないが、コロナ対策は災害時に準ずるような業務計画を作る。例えば来年度必要な業務でも年度後半に遅らせることを積極的に行う。また業務プロセスの見直しで効率化できるのではないか。局としてしっかり指導力を発揮してもらうつもりで、全庁的にオーソライズされれば、働き方改革の取組み方針で明確化できる。できることはすぐにでもやる。

・保健所再編の見直しについて、意見は承った。

・会計年度任用職員の採用方式について、現制度での事務の負担感は承知した。継続して話し合いたい。

・障害を持つ職員の退職者が今後出てくることに伴い、雇用率も下がることから、正規採用のほかに、チャレンジオフィスでの任用も検討する。また、個別の障害者の選考も検討中で、十分に情報提供しながら進めていきたい。

・障害者活躍推進計画について、障害者団体、職員団体の参加要望については、確実に担当に伝える。

・障害者の異動は、難しい部分はある。どういうことができるか人事当局と相談しながら進めたい。

＜委員長コメント＞

異例の状況の中、交渉の場を設けていただき感謝する。コロナ禍において職員は奮闘している。緊急事態宣言下で日々苦労しながら業務を行っている。今後とも職員の努力に報いる政策展開を望みたい。

